
令和６年度補正予算の概要（令和６年５月８日専決処分） 

 

１　概要 

今回の補正予算は、国の交付金を活用して行う、物価高騰の影響を受ける低所得世帯

等に対する給付金の給付のほか、令和６年能登半島地震により被害を受けた世帯に対す

る生活の立て直しに必要な資金の貸付けに要する経費について、必要な予算措置を行っ

た。 

 

２　一般会計補正予算 

（１）予算規模 

 

 

 

（２）補正予算の事業 

 

 ① エネルギー・食料品等価格高騰低所得世帯支援給付金給付事業費（福祉課） 1,125,841 千円  

【事業内容】 

国の物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金を活用し、令和６年度から新たに市民

税非課税又は均等割のみ課税となる世帯に対し、一世帯当たり 10 万円を給付するととも

に、18 歳以下の児童がいるそれらの世帯に対し、児童一人当たり５万円を給付するほか、

定額減税可能額が減税前の税額を上回り、定額減税しきれないと見込まれる方に対し、

その差額を給付する。 

【補正の内訳】 

　　通信料　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　4,717 千円 

　　給付金給付事務補助業務委託料　　　　　　　　　　　　　　 40,000 千円 

　　エネルギー・食料品等価格高騰低所得世帯支援給付金　　　1,069,500 千円　ほか 

 

 ② 災害援護費（福祉課） 1,700 千円  

【事業内容】 

能登半島地震により住宅等に被害を受けた世帯に対し、生活の立て直しに必要な資金

の貸付けを行う。 

【補正の内訳】 

　　災害援護資金貸付金　　　1,700 千円

 
補正前の額：50,071,000 千円　 　補正額：1,127,541 千円　 　計：51,198,541 千円

 歳　入　の　補　正 歳　出　の　補　正

 国庫支出金 

繰入金 
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 計 1,127,541 計 1,127,541


